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豪政府予算案は財政健全化計画と景気対策を示す

 豪政府は19年度の予算案を公表し、基礎的財政収支の黒字化見通しを示す。10年後には純債務残高も均衡へ。

 予算案では、19年度の豪州の実質GDP成長率は+2.75％と予想。雇用環境の安定から賃金上昇率の加速を見込む。

 予算案には総選挙を念頭に置き、所得税減税や中小企業向け減税、インフラ投資などの景気対策が盛り込まれる。

 野党・労働党も所得税減税や法人税減税では同様の政策掲げる。総選挙に向けて景気対策の議論が活発化へ。

政府は減税・インフラ投資などの景気対策を計画

今回の予算案では、財政健全化を進めると同時に、5月

に実施予定の総選挙を念頭に置き、所得税減税や中小

企業向け減税、インフラ投資など与党・保守連合による景

気対策も盛り込まれました（図2）。

所得税減税では、今後10年間で低・中所得層を対象に

総額1580億豪ドル規模の追加減税が計画されています。

中小企業向け減税では、設備投資を促すための即時減

価償却額の引き上げや、中小企業向けの法人税減税の

前倒しなどが盛り込まれました。インフラ投資の面では、政

府は今後10年間のインフラ向け拠出額を1,000億豪ドル

へ引き上げる方針を示しています。

一方、野党・労働党は所得税減税や法人税減税などの

面では保守連合と同様の政策を掲げており、今後の選挙

戦では景気対策の議論が活発になりそうです。

図1：豪政府予算案の財政計画と経済見通し豪州政府は19年度の財政黒字化の見通しを示す

豪州政府は4月2日、2019年度（2019年7月～2020年

6月）の予算案を公表し、基礎的財政収支が12年ぶりに

黒字化する見通しを示しました（図1）。2019年度の黒字

額は71億豪ドルと、2018年12月に公表した年央財政見

通しの41億豪ドルから上方修正されました。

政府は財政黒字化の達成を機に、政府債務の削減を

進める考えを示しています。計画では一般政府の純債務

残高は2019年度のGDP比18.0％から、10年後の2029

年度には同0％へ削減される見通しです。

予算案の経済見通しの前提では、豪州の実質GDP成長

率は2018年度の+2.25％から2019年度には+2.75％へ

回復が予想されています。雇用環境の安定を背景に、賃

金上昇率は2020年度に前年比+3.25％へ加速すること

が見込まれています。

（出所）豪財務省 （注）基礎的財政収支は政府系ファンドの収支を除
いた財政収支（一般政府ベース）。年度は各年7月～翌年6月。

図2：豪政府予算案の主な政策概要

（出所）豪財務省

政策 概要

主に低・中所得層を対象に、今後10年間で総額1,580億豪ドル規模の
追加の所得税減税を実施。

現在4段階（19％、32.5％、37％、45％）の所得税率を2024年度には3
段階（19％、30％、45％）へ簡素化し、所得税率の引き下げを図る。

即時減価償却額の上限を2.5万豪ドルから3万豪ドルへ引き上げ。

年間売上高5,000万豪ドル未満の中小企業の法人税率を、現行27.5％
から2021年度に25％へ引き下げ（当初計画を5年前倒し）。

今後10年間のインフラ開発への拠出額を従来計画の750億豪ドルから
1,000億豪ドルへ引き上げ。

メルボルン～ジーロング間の高速鉄道に20億豪ドルを拠出。

都市混雑の解消のためのインフラ基金への拠出を10億豪ドルから40億
豪ドルへ増額。

輸送ルート改善のため道路建設への拠出を35億豪ドルから45億豪ドル
へ引き上げ。

所得税減税

中小企業
向け減税

インフラ投資

（特記がない限り
前年比、％）

2017年度
（実績）

2018年度
（予想）

2019年度
（予想）

2020年度
（予想）

実質GDP 2.8 2.25 2.75 2.75

インフレ率（年度末） 2.1 1.5 2.25 2.5

賃金上昇率（年度末） 2.1 2.5 2.75 3.25

失業率（年度末、％） 5.4 5.0 5.0 5.0


	スライド番号 1

